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1. はじめに

朝ピーク時間帯の交通混雑や列車遅延などの問題が

起こる主要な原因の一つに，殆どの経済活動が特定の

時間帯・場所において集中して行われる点が挙げられ

る．しかし，古典的な交通・立地理論では，経済活動

の時間・空間分布を変化させることで交通混雑を緩和

させることを意図した交通需要マネジメント施策 (e.g.,

時差出勤, フレックスタイム, 時間帯別課金) の効果検

証に，そのまま適用することはできない．

そこで，本研究では，経済活動の時間分布 (i.e., 始業

時刻分布) と空間分布 (i.e., 人口分布) を内生化したモ

デルを構築する．そのために, Alonso1)型の居住地選択

モデルと Henderson2) 型の始業時刻選択モデルを統合

し，多都市かつ時間・空間集積の経済を考慮した都市

システムモデルを構築する．そして，ポテンシャル関

数の性質を用い，モデルの均衡状態と社会的最適状態

の特性分析を行う．その結果，始業時刻集中による生

産性向上効果 (異なる企業の業務スケジュールの同期の

必要性) の低下は一方の都市への人口集中をもたらすこ

とが分かる．

2. 始業時刻・立地選択の同時均衡

(1) 設定

本研究では，図-1に示すような，2箇所の単一中心

都市で構成されている空間構造を考慮する．以降では，

都市の集合をD ≡ {I, II}，都市 I, II の居住地数はAIと

AII である．居住地は，CBDから近い順にインデック

スをつけ，居住地の集合をAd ≡ {1, 2, . . . , Ad}と表す．
各居住地の面積はすべて同一で, Lであると仮定する．

図–1 2箇所の単一中心都市の空間構造

企業は全てCBDに立地し，始業時刻を I種類の時刻

から選択できる．この選択可能な始業時刻は，全て同

一の時間間隔で並んでいる．また，全企業の労働時間

は同一かつ一定値であり，さらに，ある時間帯には必

ず全企業が同時に業務を行っていると仮定する．なお，

以降では，始業時刻 ti の企業を “企業 i ∈ I” と呼ぶ．
ここで，I ≡ {1, 2, . . . , I}は企業の集合である．
労働者は全て均質であり，都市 dの総労働者数はNd，

2都市の総労働者数は固定的にN である．労働者は，都

市 d ∈ D,居住地 a ∈ Ad,時刻 iに始業する企業 i ∈ Iを
選択する．都市・居住地・始業時刻別の労働者数 (以降，

人口・始業時刻分布と呼ぶ)をn = (nda,i)d∈D, a∈Ad, i∈I

と表す．さらに，労働者は居住している都市のCBDへ

しか通勤しないと仮定する．

各居住地を結ぶ道路はすべて均質であり，居住地 a−1

とaの間の道路を “道路a”と呼ぶ．都市dに居住する始

業時刻 tiの労働者の道路 aの交通量は xda,i =
∑Ad

b=a n
d
b,i

である．そして，都市 dに居住する始業時刻 ti の労働

者が道路 aを通過する際にかかる交通費用は，非負，単

調増加，かつ狭義凸関数 c(xda,i)で表されると仮定する．

(2) 主体の行動

本研究では，労働者は全て均質であるため，同一の効

用関数を適用する．これらの労働者の効用関数は，合

成財 (住宅以外の全ての財) の消費量 zda,i, 住宅面積 yda
の準線形関数 u(zda,i, y

d
a)により与えられると仮定する．

そして，効用関数を予算制約の下で最大化する：

max
zd
a,i,y

d
a

u(zda,i, y
d
a) = zda,i + f(yda), (1a)

s.t. wd
i = zda,i + rday

d
a +

a∑
b=1

c(xdb,i). (1b)

ここで，関数 f(x)は狭義単調増加，凹，かつ x > 0の

範囲で 2階微分可能である．wd
i は都市 dの企業 iの労

働者毎の賃金, rda は都市 dの居住地 aの地代である．

本研究では，企業は全て完全競争下で一単位の労働を

投入して財を生産し，その利潤は，πd
i = Gd

i (M)−wd
i で

与えられる．ここで，Gd
i (M)は都市 dの企業 iの労働

者毎の生産高である．企業の生産性は，同じ都市におい

て同時に始業する総労働者数が多いほど，高まると仮定

する．これは，企業の生産効率が，都市別・始業時刻別の

労働者数M = (Md
i )d∈D, i∈I = (

∑
a∈Ad nda,i)d∈D, i∈I

に依存して定まることを意味する．労働者毎の生産高

Gd
i (M)は，以下で与える:

Gd
i (M) =

 α
∑

c∈D
∑

j∈I ϕ
|i−j|M c

j if d = c,

α
∑

c∈D
∑

j∈I ψϕ
|i−j|M c

j if d ̸= c.

(2)

ここで，α > 0は生産性効果の大きさを表すパラメー

タ，ϕ ∈ [0, 1]は始業時刻集中による生産性向上効果 (異

なる企業の業務スケジュールの同期の必要性) の強さを
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(c) 都市間人口分布

図–2 安定均衡状態
(N = 1000, ψ = 0.95, ϕ = 0.95, β = 1.05, L = 1.0, α = 10.0, µ = 2.0, t = 5.0)

表すパラメータ，ψ ∈ [0, 1]は都市間人口の空間集中に

よる生産性向上効果 (異なる企業立地の集積必要性) の

強さを表すパラメータである．

(3) 均衡条件の定式化

本モデルにおいて，労働者は都市・居住地・労働を供

給する企業，企業は都市・始業時刻を選択する．その

結果，均衡状態における人口・始業時刻分布 n∗が決ま

る．次は，本研究の均衡条件である: v∗ = vda,i(n) if nda,i > 0,

v∗ ≥ vda,i(n) if nda,i = 0,
(3a)∑

k∈D

∑
a∈Ak

∑
i∈I

nka,i = N. (3b)

ここで，v∗は労働者の均衡効用である．条件 (3a) は，

均衡状態では，単一の労働者が選択を変更するとして

も，自らの効用を改善できないことを示している．条

件 (3b) は人口保存則を表す．

効用最大化問題，利潤ゼロ条件，土地・労働の需給

均衡条件により，Gd
i (M) = wd

i ため，都市 dの居住地

aに居住する企業 iの労働者の効用水準 vda,i(n)は次の

ように与えられる:

vda,i(n) = Gd
i (M)−

a∑
b=1

c(xdb,i) + h(Nd
a ). (4)

ここで，Nd
a =

∑
i∈I n

d
a,i は都市 dの居住地 aの総労

働者数, h(Nd
a ) は住宅消費により得られる効用増分で

ある．

3. 安定均衡状態

本研究では, 集積の外部性を考慮していることから，

均衡条件 (3)を満足する均衡状態が複数存在し得る．本

研究では，構築したモデルにポテンシャル関数が存在

することを利用し，均衡状態が一意ではないことを示

すとともに，均衡条件 (3)と間接効用関数 (4)より，均

衡状態の安定性を調べた．その結果，安定均衡状態の

次の性質を理論的に明らかにした：

(a) CBDの近くに居住する労働者ほど，始業時刻の分

布幅が狭い．

(b) 居住地は CBD から遠いほど人口が少ない．

(c) 異なる都市間の相互作用が困難 (ψ が小さい)，異

なる時間帯間の相互作用が容易 (ϕが大きい) ほど，

1都市への人口集中が生じる．

ここで, (a) は, Fosgerau and Kim3)の実証的知見と一

致する，実現象と整合した性質である．

次に，本研究の理論解析結果を検証するために，数値

解析を行う．図-2は数値解析例を示すものである．具

体的には，図-2 (a), (b), (c)はそれぞれ，始業時刻別

の労働者数，都市内人口分布，都市間人口分布を示す

ものである．これらの結果は前述した理論解析結果と

一致することが見て取れる．

4. おわりに

本研究では, Alonso1) 型の居住地選択モデルと

Henderson2)型の始業時刻選択モデルを統合し，時間・

空間集積の経済を考慮した都市システムモデルを構築

した．そして，ポテンシャル関数の性質を利用するこ

とで，モデルの均衡状態の性質を理論的に明らかにし

た．さらに，企業間の時間・空間的な相互作用の易化

が都市人口，都市内人口分布，始業時刻分布に与える

影響を明らかにした．その結果，始業時刻集中による

生産性向上効果の低下 (時差出勤の易化) は一方の都市

への人口集中をもたらすことが明らかにした．
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